










投資する 安定成長に期待する　 運用成果を受取る　
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●分散投資と長期投資で資産のより安定的な成長が期待できます。
●時価の変動等により、組入比率が基本配分比率から一定の幅以上乖離した場合、基本配分比率に近づけるよう調整を行います。
●実質組入れ外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。

各ページのグラフ・表は、過去の各指数の実績に基づき算出したものであり、当ファンドの運用実績ではありません。コストや税金は考慮して
いません。また、将来の投資成果を保証・示唆するものではありません。当ファンドが投資対象とする各マザーファンドの値動きは、各指数の
値動きと異なります。各ページのグラフ・表は分散投資の効果をイメージしやすくするために掲載しております。

ファンドの特色

各資産と６資産均等投資した場合の値動き（1999年12月末～2009年12月末）※１

●６つの資産に均等投資することで、中長期的な資産の成長が期待できます。

国内：海外＝１：１

基本配分比率

株式：債券：リート＝１：１：１

国内株式海外株式

国内債券海外債券
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※1　1999年12月から2009年12月までの月末データを使用し作成。
※2　1998年12月から2009年12月までの月末データを使用し作成。
※3　1994年12月から2009年12月までの月末データを使用し作成。
国内株式：ＴＯＰＩＸ（配当込み）、国内債券：ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合、国内リート：東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）、海外株式：ＭＳＣＩコクサイ指数
（円ベース）、海外債券：シティグループ世界国債インデックス（除く日本、ヘッジなし・円ベース）、海外リート：Ｓ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴ指数（除く日本、
配当込み、円ベース）、6資産均等投資：各資産の月次リターンを基に、当ファンドの基本配分比率で毎月リバランスしたと仮定して算出したもの。
（ただし、国内リートの2003年3月までの月次リターンは、海外リートで代替）
出所）Bloomberg等

●各マザーファンドへの投資を通じて、実質的に国内外の株式・債券・
不動産投資信託証券（リート）の６つの資産に分散投資をし、信託財産
の中長期的な成長と安定的な収益の確保を目指して運用を行います。
●各資産への投資は均等配分を原則とします。

1 ファンドの特色 2
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＊上記の図は収益分配と基準価額の関係につき、イメージしやすくするために簡略化したものです。コストや税金は考慮していません。
将来の投資成果を保証・示唆するものではありません。

収益分配とは組入資産の運用益（利金・配当収益や売買益等）等を分配金として払い出すことをいいます。
この運用益は基準価額に含まれているため、下図のように収益分配を行うと、その分基準価額は下落します。

そのため、収益分配を受取っても、受取らなくてもその時点でどちらが得ということはありません。ただし、分配頻度や
分配額を抑えたファンドのほうが、基準価額が上昇していく場合には、複利効果がより期待できるという面があります。

収益分配と基準価額について

【ご参考】

【設定時】
基準価額：10,000円

【決算時（分配前）】
基準価額：10,100円

【決算時（分配後）】
基準価額：10,050円

10,000円
（当初元本）

10,000円
（当初元本）

100円 50円

50円

10,000円
（当初元本）

100円の
運用益

50円の
収益分配

＜イメージ図＞
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＜有価証券投資（株式・債券・リート）の魅力＞
各資産の値動きは一様ではなく、経済環境等により変動します。その中で、常に大きく上昇する資産を選択
することや下落する資産を避けることは困難であると考えられています。
●比較的堅調な動きをしてきた海外債券は、急激な円高があった2008年には大きく下落しました。
●2008年に大きく下落した海外株式、海外リートは、2009年には大きく上昇しました。

【各資産の年間収益率】 　　は最高収益、　　は最低収益（各年における6つの資産の中での最高・最低収益）

＊上記の図は1999年12月末から2009年12月末の下記指数の年末値を使用し算出したものです。

●各市場の代表的な指数への連動を目指すインデックスファンドを中心に構成します。

＜投資対象とするマザーファンド＞

＊各資産の市場の全体的な値動きを概ね表すものが「指数」であり、その指数に連動する投資成果を目標として運用を
行うファンドをインデックスファンドといいます。インデックスファンドは値動きが分かりやすいという特徴があります。

※国内リートに関しては市場規模等を勘案し、銘柄の選択を行うアクティブファンドでの運用となります。

各マザーファンドの運用に際しては、中央三井アセット信託銀行株式会社の受託資産運用部門から投資助言を受け活用します。

海外リート
マザーファンド 「Ｓ＆Ｐ先進国REIT指数（除く日本、配当込み、円ベース）」に連動する投資成果を目標とします。

中央三井外国債券
マザーファンド

「シティグループ世界国債インデックス（除く日本、ヘッジなし・円ベース）」に連動する投資成果
を目標とします。

中央三井外国株式
マザーファンド 「ＭＳＣＩコクサイ指数（円ベース）」に連動する投資成果を目標とします。

中央三井Ｊリート
マザーファンド 「東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）」を上回る投資成果を目標とします。※

中央三井日本債券
マザーファンド 「ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合」に連動する投資成果を目標とします。

中央三井日本株式
マザーファンド 「ＴＯＰＩＸ」（東証株価指数）に連動する投資成果を目標とします。

当資料で使用している指数について

• 「TOPIX」は株式会社東京証券取引所（以下「東証」といいます）が公表する、東証第一部に上場されている銘柄全体
の動向を表す投資収益指数です。TOPIXの指数値及びTOPIXの商標は、東証の知的財産であり、株価指数の算出、
指数値の公表、利用などTOPIXに関するすべての権利及びTOPIXの商標に関するすべての権利は東証が有しています。
東証はＴＯＰＩＸの指数値の算出又は公表の誤謬、遅延又は中断に対し、責任を負いません。
• 「ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合」は野村證券株式会社が公表する、国内で発行された公募利付債券の市場全体の動向を
表す投資収益指数で、一定の組入れ基準に基づいて構成された債券ポートフォリオのパフォーマンスを基に計算されま
す。この指数は野村證券株式会社の知的財産であり、野村證券株式会社は、「中央三井日本債券マザーファンド」の
運用成果に関し、一切の責任はありません。
• 「東証ＲＥＩＴ指数」は東証に上場しているＲＥＩＴ全銘柄を対象とした時価総額加重平均の指数です。同指数は、東証の
知的財産であり、算出、数値の公表、利用など同指数に関するすべての権利は東証が有しています。東証は、東証ＲＥＩＴ
指数がいかなる場合においても真正であることを保証するものではなく、同指数の算出において、数値に誤謬が発生し
ても東証は一切その賠償の責めを負いません。
• 「ＭＳＣＩコクサイ指数」はＭＳＣＩ Ｉｎｃ.が開発した株価指数で、日本を除く世界主要国の株価指数を、各国の株式総額を
ベースに合成したものです。同指数に関する著作権、知的財産権及びその他の一切の権利はＭＳＣＩ Ｉｎｃ.に帰属します。
また、ＭＳＣＩ Ｉｎｃ.は同指数の内容を変更する権利及び公表を停止する権利を有しています。
• 「シティグループ世界国債インデックス」はシティグループ・グローバル・マーケッツ・インクが開発した、世界主要国の
国債の総合投資利回りを各市場の時価総額で加重平均した債券インデックスです。
• 「Ｓ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴ指数」はＳ＆Ｐ（スタンダード・アンド・プアーズ社）が公表する指数で、世界主要国に上場するリー
ト及び同様の制度に基づく銘柄の浮動株修正時価総額に基づいて算出されています。同指数の所有権及びその他
一切の権利は、スタンダード・アンド・プアーズ社が有しています。スタンダード・アンド・プアーズ社は同指数等の算
出にかかる誤謬等に関し、いかなる者に対しても責任を負うものではありません。

国内株式：ＴＯＰＩＸ（配当込み）、国内債券：ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合、国内リート：東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）、海外株式：ＭＳＣＩコクサイ指数（円ベー
ス）、海外債券：シティグループ世界国債インデックス（除く日本、ヘッジなし・円ベース）、海外リート：Ｓ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴ指数（除く日本、配当込み、
円ベース）、6資産均等投資：各資産の収益（ただし、国内リートは1998年から2003年まで海外リートで代替）を基に、当ファンドの基本配分比率で
加重平均したもの。
出所）Bloomberg等
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●運用成果の受取り方をご選択いただけるよう、2種類の決算タイプをご用意しました。
　収益の安定的な分配を重視する「毎月決算型」と、将来的な資産の成長を重視する「1年決算型」です。

＊分配金額は委託会社が基準価額の水準等を勘案して決定します。ただし分配対象額が少額の場合には分配を行わないこともあります。

●原則として、経費控除後の配当等収益に売
買益（評価益を含みます）を加え、安定した
分配を継続的に行うことを目指します。
●原則として、毎月10日（休業日の場合は翌営
業日）に決算を行います。

●原則として、経費控除後の配当等収益の範
囲内で、分配を行います。
●原則として、毎年6月10日（休業日の場合は
翌営業日）に決算を行います。

1年
決算型

＊収益分配金を受取る「分配金受取コース」専用となります。
＊収益分配金を再投資する「分配金再投資コース」専用となります。

＊分配金は、原則として決算日から起算して5営業日までにお
支払いを開始します。

＊ご解約代金は解約受付日から起算して5営業日目からお支
払いします。

運用成果はお客様の必要に応じて、ご
解約によりお受取りいただけます。

今ある資産を活用し、
定期的な分配を期待したい方に

今ある資産を将来的に
より大きく成長させたい方に

毎月
決算型
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●分散投資と長期投資で資産のより安定的な成長が期待できます。
●時価の変動等により、組入比率が基本配分比率から一定の幅以上乖離した場合、基本配分比率に近づけるよう調整を行います。
●実質組入れ外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。

各ページのグラフ・表は、過去の各指数の実績に基づき算出したものであり、当ファンドの運用実績ではありません。コストや税金は考慮して
いません。また、将来の投資成果を保証・示唆するものではありません。当ファンドが投資対象とする各マザーファンドの値動きは、各指数の
値動きと異なります。各ページのグラフ・表は分散投資の効果をイメージしやすくするために掲載しております。

ファンドの特色

各資産と６資産均等投資した場合の値動き（1999年12月末～2009年12月末）※１

●６つの資産に均等投資することで、中長期的な資産の成長が期待できます。

国内：海外＝１：１
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※1　1999年12月から2009年12月までの月末データを使用し作成。
※2　1998年12月から2009年12月までの月末データを使用し作成。
※3　1994年12月から2009年12月までの月末データを使用し作成。
国内株式：ＴＯＰＩＸ（配当込み）、国内債券：ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合、国内リート：東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）、海外株式：ＭＳＣＩコクサイ指数
（円ベース）、海外債券：シティグループ世界国債インデックス（除く日本、ヘッジなし・円ベース）、海外リート：Ｓ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴ指数（除く日本、
配当込み、円ベース）、6資産均等投資：各資産の月次リターンを基に、当ファンドの基本配分比率で毎月リバランスしたと仮定して算出したもの。
（ただし、国内リートの2003年3月までの月次リターンは、海外リートで代替）
出所）Bloomberg等

●各マザーファンドへの投資を通じて、実質的に国内外の株式・債券・
不動産投資信託証券（リート）の６つの資産に分散投資をし、信託財産
の中長期的な成長と安定的な収益の確保を目指して運用を行います。
●各資産への投資は均等配分を原則とします。
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＊上記の図は収益分配と基準価額の関係につき、イメージしやすくするために簡略化したものです。コストや税金は考慮していません。
将来の投資成果を保証・示唆するものではありません。

収益分配とは組入資産の運用益（利金・配当収益や売買益等）等を分配金として払い出すことをいいます。
この運用益は基準価額に含まれているため、下図のように収益分配を行うと、その分基準価額は下落します。

そのため、収益分配を受取っても、受取らなくてもその時点でどちらが得ということはありません。ただし、分配頻度や
分配額を抑えたファンドのほうが、基準価額が上昇していく場合には、複利効果がより期待できるという面があります。

収益分配と基準価額について

【ご参考】

【設定時】
基準価額：10,000円

【決算時（分配前）】
基準価額：10,100円

【決算時（分配後）】
基準価額：10,050円
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＜有価証券投資（株式・債券・リート）の魅力＞
各資産の値動きは一様ではなく、経済環境等により変動します。その中で、常に大きく上昇する資産を選択
することや下落する資産を避けることは困難であると考えられています。
●比較的堅調な動きをしてきた海外債券は、急激な円高があった2008年には大きく下落しました。
●2008年に大きく下落した海外株式、海外リートは、2009年には大きく上昇しました。

【各資産の年間収益率】 　　は最高収益、　　は最低収益（各年における6つの資産の中での最高・最低収益）

＊上記の図は1999年12月末から2009年12月末の下記指数の年末値を使用し算出したものです。

●各市場の代表的な指数への連動を目指すインデックスファンドを中心に構成します。

＜投資対象とするマザーファンド＞

＊各資産の市場の全体的な値動きを概ね表すものが「指数」であり、その指数に連動する投資成果を目標として運用を
行うファンドをインデックスファンドといいます。インデックスファンドは値動きが分かりやすいという特徴があります。

※国内リートに関しては市場規模等を勘案し、銘柄の選択を行うアクティブファンドでの運用となります。

各マザーファンドの運用に際しては、中央三井アセット信託銀行株式会社の受託資産運用部門から投資助言を受け活用します。

海外リート
マザーファンド 「Ｓ＆Ｐ先進国REIT指数（除く日本、配当込み、円ベース）」に連動する投資成果を目標とします。

中央三井外国債券
マザーファンド

「シティグループ世界国債インデックス（除く日本、ヘッジなし・円ベース）」に連動する投資成果
を目標とします。

中央三井外国株式
マザーファンド 「ＭＳＣＩコクサイ指数（円ベース）」に連動する投資成果を目標とします。

中央三井Ｊリート
マザーファンド 「東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）」を上回る投資成果を目標とします。※

中央三井日本債券
マザーファンド 「ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合」に連動する投資成果を目標とします。

中央三井日本株式
マザーファンド 「ＴＯＰＩＸ」（東証株価指数）に連動する投資成果を目標とします。

当資料で使用している指数について

• 「TOPIX」は株式会社東京証券取引所（以下「東証」といいます）が公表する、東証第一部に上場されている銘柄全体
の動向を表す投資収益指数です。TOPIXの指数値及びTOPIXの商標は、東証の知的財産であり、株価指数の算出、
指数値の公表、利用などTOPIXに関するすべての権利及びTOPIXの商標に関するすべての権利は東証が有しています。
東証はＴＯＰＩＸの指数値の算出又は公表の誤謬、遅延又は中断に対し、責任を負いません。
• 「ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合」は野村證券株式会社が公表する、国内で発行された公募利付債券の市場全体の動向を
表す投資収益指数で、一定の組入れ基準に基づいて構成された債券ポートフォリオのパフォーマンスを基に計算されま
す。この指数は野村證券株式会社の知的財産であり、野村證券株式会社は、「中央三井日本債券マザーファンド」の
運用成果に関し、一切の責任はありません。
• 「東証ＲＥＩＴ指数」は東証に上場しているＲＥＩＴ全銘柄を対象とした時価総額加重平均の指数です。同指数は、東証の
知的財産であり、算出、数値の公表、利用など同指数に関するすべての権利は東証が有しています。東証は、東証ＲＥＩＴ
指数がいかなる場合においても真正であることを保証するものではなく、同指数の算出において、数値に誤謬が発生し
ても東証は一切その賠償の責めを負いません。
• 「ＭＳＣＩコクサイ指数」はＭＳＣＩ Ｉｎｃ.が開発した株価指数で、日本を除く世界主要国の株価指数を、各国の株式総額を
ベースに合成したものです。同指数に関する著作権、知的財産権及びその他の一切の権利はＭＳＣＩ Ｉｎｃ.に帰属します。
また、ＭＳＣＩ Ｉｎｃ.は同指数の内容を変更する権利及び公表を停止する権利を有しています。
• 「シティグループ世界国債インデックス」はシティグループ・グローバル・マーケッツ・インクが開発した、世界主要国の
国債の総合投資利回りを各市場の時価総額で加重平均した債券インデックスです。
• 「Ｓ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴ指数」はＳ＆Ｐ（スタンダード・アンド・プアーズ社）が公表する指数で、世界主要国に上場するリー
ト及び同様の制度に基づく銘柄の浮動株修正時価総額に基づいて算出されています。同指数の所有権及びその他
一切の権利は、スタンダード・アンド・プアーズ社が有しています。スタンダード・アンド・プアーズ社は同指数等の算
出にかかる誤謬等に関し、いかなる者に対しても責任を負うものではありません。

国内株式：ＴＯＰＩＸ（配当込み）、国内債券：ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合、国内リート：東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）、海外株式：ＭＳＣＩコクサイ指数（円ベー
ス）、海外債券：シティグループ世界国債インデックス（除く日本、ヘッジなし・円ベース）、海外リート：Ｓ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴ指数（除く日本、配当込み、
円ベース）、6資産均等投資：各資産の収益（ただし、国内リートは1998年から2003年まで海外リートで代替）を基に、当ファンドの基本配分比率で
加重平均したもの。
出所）Bloomberg等
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●運用成果の受取り方をご選択いただけるよう、2種類の決算タイプをご用意しました。
　収益の安定的な分配を重視する「毎月決算型」と、将来的な資産の成長を重視する「1年決算型」です。

＊分配金額は委託会社が基準価額の水準等を勘案して決定します。ただし分配対象額が少額の場合には分配を行わないこともあります。

●原則として、経費控除後の配当等収益に売
買益（評価益を含みます）を加え、安定した
分配を継続的に行うことを目指します。
●原則として、毎月10日（休業日の場合は翌営
業日）に決算を行います。

●原則として、経費控除後の配当等収益の範
囲内で、分配を行います。
●原則として、毎年6月10日（休業日の場合は
翌営業日）に決算を行います。

1年
決算型

＊収益分配金を受取る「分配金受取コース」専用となります。
＊収益分配金を再投資する「分配金再投資コース」専用となります。

＊分配金は、原則として決算日から起算して5営業日までにお
支払いを開始します。

＊ご解約代金は解約受付日から起算して5営業日目からお支
払いします。

運用成果はお客様の必要に応じて、ご
解約によりお受取りいただけます。

今ある資産を活用し、
定期的な分配を期待したい方に

今ある資産を将来的に
より大きく成長させたい方に

毎月
決算型

ファンドの特色 3
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平均値=8.1％

2007年10月の19.1％は、2002年10月
から2007年10月までの５年間均等投資を
したと仮定した場合の収益率（年率）です。
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為替変動
リスク

為替変動リスクとは、外国為替相場の変動により外貨建資産
の価格が変動するリスクをいいます。一般に投資している国
の通貨が円に対して弱く（円高に）なれば基準価額の下落要
因となり、強く（円安に）なれば基準価額の上昇要因となりま
す。2009年12月末現在、当ファンドが主要投資対象とするマ
ザーファンドが投資している外貨は、アメリカドル・カナダドル・

ユーロ・イギリスポンド・スイスフラン・スウェーデンクローナ・ノルウェークローネ・デンマーククローネ・オース
トラリアドル・香港ドル・シンガポールドル・ニュージーランドドル・ポーランドズロチ・マレーシアリンギットです。

為替相場

円安

円高

外貨建資産 基準価額

金利変動
リスク

金利変動リスクとは、金利変動により債券価格が変動する
リスクをいいます。一般に金利が上昇（低下）した場合には、
債券価格は下落（上昇）し、基準価額の下落（上昇）要因と
なります。

金利 債券価格 基準価額

リート価格 基準価額

株価変動
リスク

株価変動リスクとは、経済情勢の変化等により株価が変動
するリスクをいいます。一般に、企業業績、国内外の景気、
経済、社会情勢の変化等の影響を受け、株価が下落（上昇）し
た場合には基準価額の下落（上昇）要因となります。

株式市況 株価 基準価額

信用
リスク

信用リスクとは、有価証券の発行体が財政難、経営不振、その他の理由により、利払い、償還金、借入金等を
あらかじめ決められた条件で支払うことができなくなるリスクをいいます。一般に、このような事態が生じた場合、
またはそれが予想される場合には、有価証券の価格は下落し、基準価額の下落要因となる可能性があります。

カントリー
リスク

カントリーリスクとは、投資対象国・地域において、政治・経済情勢の変化、外国為替規制、資本規制、税制
の変更等による影響を受けるリスクをいいます。一般に、このような事態が生じた場合、またはそれが予想され
る場合には、方針に沿った運用が困難になり、基準価額の下落要因となる可能性があります。

流動性
リスク

流動性リスクとは、短期間に相当金額の解約申込みがあった場合等、当ファンドの保有資産を大量に売却せ
ざるを得ない場合に、市況動向や取引量等の状況により基準価額が大きく変動するリスクをいいます。一般
に、売却資産の市場における流動性が低いときには、期待する価格での取引ができないことや、取引に相応の
時間を要することがあり、その結果、基準価額の下落要因となる可能性があります。

リートの
価格変動
リスク

リートの価格変動リスクとは、不動産市況（賃料相場、空室率、不動産価格）、金
利変動、経済情勢の変化等によりリートの価格が変動するリスクをいいます。一
般に、不動産市況が悪化（改善）した場合には、リートの価格は下落（上昇）し、基
準価額の下落（上昇）要因となる可能性があります。また、金利が上昇（低下）した
場合にはリートに対する投資価値の相対的な低下（上昇）や借入金返済負担の
増大（減少）等からリートの価格が下落（上昇）し、基準価額の下落（上昇）要因と

なる可能性があります。火災・自然災害、不動産老朽化や立地環境の変化、リートに関する法制度（税制、会計制度等）
や不動産に対する各種規制の変更等もリートの価格に影響を与え、基準価額の変動要因となる可能性があります。

世界の
　つの資産に

分散投資

世界の
　つの資産に

分散投資

世界の
　つの資産に

分散投資

6
（国内外 / 株式・債券・リート）（ 国内外 / 株式・債券・リート）（ 国内外 / 株式・債券・リート）
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ファンドの特色
1

2

3

●各マザーファンドへの投資を通じて、実質的に国内外の株式・債券・不動産投資信託証券
（リート）の６つの資産に分散投資をし、信託財産の中長期的な成長と安定的な収益の確保を
目指して運用を行います。
●各資産への投資は均等配分を原則とします。

●６つの資産に均等投資することで、中長期的な資産の
成長が期待できます。

●運用成果の受取り方をご選択いただけるよう、2種類の決算
タイプをご用意しました。
　収益の定期的な分配を重視する「毎月決算型」と、将来的な
資産の成長を重視する「1年決算型」です。

《お申込時にご負担いただく費用》

《信託財産で間接的にご負担いただく（ファンドから支払われる）費用》

お申込手数料 申込受付日の翌営業日の基準価額に対して3.15％（税抜3.0％）以内

信託報酬

その他の費用
純資産総額に対して年率0.987％（税抜0.94％）

・監査費用
・組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料
・外貨建資産の保管等に要する費用　　　　など

ファンドの手数料など

ご投資の手引 ※詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）•契約締結前交付書面をご覧ください。

お申込みについて
：
：
：
：

：
：

信託期間について

：
：

：
：

信 託 期 間
決 算 日

信 託 報 酬
その 他 の 費 用

原則、無期限
毎月決算型／毎月各１０日（ただし、当日が休業日の場合は翌営業日）
１年決算型／毎年６月１０日（ただし、当日が休業日の場合は翌営業日）
信託財産の純資産総額に対して年率0.987％（税抜0.94％）
・監査費用　
・組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料
・外貨建資産の保管等に要する費用　　　　など
「その他の費用」については、運用状況等により変動するものであり、事前に料率、上限額等を表示することができません。
また、当ファンドが実質的に投資する上場投資信託は市場の需給により価格形成されるため、上場投資信託の費
用は表示しておりません。

追加型投信／内外／資産複合
２００７年８月３１日
毎営業日お申込みいただけます。
毎月決算型は「分配金受取コース」、1年決算型は「分配金再投資コース」のみのお取扱いとなります。お申込単位
については、販売会社までお問い合わせください。
申込受付日の翌営業日の基準価額
申込受付日の翌営業日の基準価額に対して3.15％（税抜3.0％）以内で販売会社が独自に定める率を乗じて得た額

商 品 分 類
設 定 日
お 申 込 受 付 日
お 申 込 単 位

お 申 込 価 額
お 申 込 手 数 料

投資する

安定成長に期待する

運用成果を受取る　

《ご換金（解約）時にご負担いただく費用》
ご解約手数料 ありません。

信託財産留保額 ありません。

●当資料は、中央三井アセットマネジメント株式会社が信頼できると判断した情報等をもとに作成した資料ですが、正確
性、完全性を保証するものではありません。また、予告なしに変更される場合があります。
●資料中の図表、数値、その他データについては、過去のデータに基づき作成したものであり、将来の成果を保証・約束
するものではありません。将来の市場環境の変動等により、運用方針等が変更される場合があります。
●投資信託は値動きのある証券等（外貨建証券は為替変動リスクも含みます）に投資しますので、運用実績は市場環境
等により変動します。したがって、元本保証はなく、投資元本を割り込むことがあります。また、信託財産に生じた利益お
よび損失は、全て投資家の皆様に帰属します。
●投資信託は預金や保険契約と異なり、預金保険機構、保険契約者保護機構の保護の対象とはなりません。また、証券
会社以外でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の対象とはなりません。
●お申込みの際は、販売会社より投資信託説明書（交付目論見書）・契約締結前交付書面をお渡ししますので、必ず内容
をご確認の上、ご自身でご判断ください。

ご解約について

委託会社、その他の関係法人の概要

：

：
：
：
：

ご 解 約 受 付 日

ご 解 約 単 位
ご 解 約 価 額
ご 解 約 手 数 料
信託財産留保額

毎営業日、解約申込みの受付を行います。
ご解約代金は、解約受付日から起算して５営業日目から販売会社にてお支払いします。
販売会社が定める単位
解約受付日の翌営業日の基準価額
ありません。
ありません。

「その他の費用」については、運用状況等により変動するものであり、事前に料率、上限額等を表示する
ことができません。また、当ファンドが実質的に投資する上場投資信託は市場の需給により価格形成され
るため、上場投資信託の費用は表示しておりません。

＊上記の手数料等の合計額については、投資家の皆様がファンドを保有される期間等に応じて異なりますので、表示
することができません。

ファンドの主なリスク
当ファンドは、マザーファンドを通じて主に国内外の株式・債券・不動産投資信託証券（リート）を投資対象としています。
当ファンドの基準価額は、組入れた株式・債券・不動産投資信託証券（リート）の値動き、為替相場の変動等の影響によ
り変動しますので、これにより投資元本を割り込むことがあります。なお、当ファンドの主なリスクは以下のとおりです。

委託会社（設定・運用等）・・・・・・・・・中央三井アセットマネジメント株式会社
受託会社（信託財産の管理等）　　　　　中央三井アセット信託銀行株式会社

（再信託受託会社　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社）
販売会社（受益権の募集の取扱い等）　　　 　・・・

・・・・・・

販売会社の詳細につきましては、委託会社のホームページ
（アドレス:http://www.cmam.co.jp/）をご参照いただくか、下記までお問い合わせください。
投資信託についてのお問い合わせ窓口
中央三井アセットマネジメント株式会社
電話：03-5440-0190（受付時間：営業日の9:00～17:00（本邦金融商品取引所が
半日立会いの場合は9:00～12:00））

リスクに関する詳細な情報は、必ず投資信託説明書（交付目論見書）・契約締結前交付書面をご覧ください。
手数料に関する詳細な情報は、必ず投資信託説明書（交付目論見書）・契約締結前交付書面をご覧ください。

※課税上の取扱いについては投資信託説明書（交付目論見書）・契約締結前交付書面をご覧ください。

中央三井アセットマネジメント
　モバイルサイトのご案内

以下の情報が携帯電話からもご覧いただけます。
①基準価額情報　②分配金・償還金情報　③ファンドのリスク・手数料等
こちらのQRコードを携帯電話から読み取ってアクセスしてください。

URLを直接入力する場合は http://www.cmam.co.jp/i/ ※携帯電話でのアクセスなどにかかる通信料はお客様のご負担となります。　
※携帯電話の機種によっては本サービスをご利用いただけない場合がございます。
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お申込みの際には、必ず投資信託説明書（交付目論見書）•契約締結前交付書面をご覧ください。

中央三井アセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第356号
加入協会：社団法人投資信託協会、社団法人日本証券投資顧問業協会

●設定・運用は

2010.3




